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はじめに
　
　 大 学 時 代、英 語 サ ー ク ル の QGS で デ ィ ベ ー ト 活 動 に 打 ち 込 ん で き た。 デ ィ ベ ー
ト で は 政 治 ・ 経 済 等、 世 界 で 起 こ る 様 々 な 問 題 を 扱 っ て き た が、 そ の な か で も 特
に 中 国 の 人 口 問 題 が 印 象 に 残 っ た。 こ れ は、 中 国 が 一 人 っ 子 政 策 を 実 施 し た こ と
で 高 齢 化 が 深 刻 と な っ て い る こ と を 初 め て 知 っ た か ら で あ る。 そ の た め、 中 国 の
高 齢 化 問 題 に つ い て 強 く 興 味 を 抱 き、 卒 業 論 文 の テ ー マ と し た。 本 論 文 で は、 以
下 の 4 点 を 目 的 と す る。
（１） 中 華 人 民 共 和 国 成 立 以 来 の 人 口 動 態 を 考 察 す る こ と。
（２） 高 齢 化 の 進 行 状 況 と そ の 原 因 を 解 明 す る こ と。
（３） 高 齢 化 に よ っ て 生 じ る 問 題 を 明 ら か に す る こ と。
（４） 高 齢 化 問 題 へ の 解 決 策 を 提 示 す る こ と。
第 1 章　人口動態の推移と現状
　
　2011 年 の 中 国 人 口 は 13 億 4735 万 人 で 世 界 第 一 位 を 誇 る が、 近 年 は 出 生 率 の
低 下 と 高 齢 化 が 深 刻 な 問 題 で、2025 年 を ピ ー ク に 人 口 が 減 少 す る と 見 込 ま れ る。
そ こ で、 第 一 章 で は 建 国 以 来 の 人 口 動 態 を 五 段 階 に 分 け、 現 在 の 人 口 が 構 築 さ れ
た 過 程 を 考 察 す る。
　 第 一 段 階 （1949 年 ～ 1957 年 ） の 第 一 次 人 口 増 加 期 で は 1949 年 に 5 億 4167
万 人 を 記 録 し て 以 来、 自 然 増 加 率 20‰ 程 度 を 推 移 し、 死 亡 率 も 低 下 し た こ と で
1957 年 に は 6 億 4658 万 人 ま で 増 加 し た。
　 第 二 段 階 （1958 年 ～ 1961 年 ） の 第 一 次 人 口 減 少 期 で は 大 躍 進 の 政 策 的 失 敗
に よ り 死 亡 率 が 出 生 率 を 上 回 り、 自 然 増 加 率 も － 4.57‰ を 記 録 す る と い う 人 口
の 絶 対 減 が 生 じ た。
　 第 三 段 階 （1962 年 ～ 1971 年） の 第 二 次 人 口 増 加 期 で は 大 幅 な 人 口 減 少 の 反 動
に よ り 出 生 率 が 30‰ ～ 40‰ を 推 移 す る ベ ビ ー ブ ー ム が 生 じ、1971 年 に は 8 億
5229 万 人 に 達 し た。
　 第 四 段 階 （1972 年 ～ 2000 年 ） の 第 二 次 人 口 減 少 期 で は 一 人 っ 子 政 策 に よ り
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自 然 増 加 率 は 10‰ ま で 減 少 し、 出 生 率 も こ の 30 年 間 で 15‰ も 低 下 し た。
　 第 五 段 階 （2001 年 ～ 2011 年 ） の 第 三 次 人 口 減 少 期 で は 自 然 増 加 率 お よ び 出
生 率 は 低 下 し 続 け、 さ ら に 死 亡 率 も 低 水 準 を 推 移 し て い る こ と か ら 本 格 的 な 少 子
高 齢 化 を 迎 え て い る。
　図 1　1949 年から 2011 年までの出生率・死亡率・自然増加率の推移
　 単 位 ： ‰
　 　（出 所）『中 国 統 計 年 鑑 1986』p.92 ／ 『中 国 統 計 年 鑑 2012』p.102 よ り 筆 者 作 成。
　
　
第 2 章　高齢化の現状と要因
　
第 1 節 　 高 齢 化 の 現 状
　 出 生 率 の 低 下 に 伴 い 65 歳 以 上 高 齢 者 人 口 は 上 昇 し、2000 年 に は 6.96% の
8821 万 人 だ っ た が、2011 年 に は 9.1% の 1 億 2288 万 人 ま で 増 加 し て い る。 さ
ら に、2020 年 に は 12%、2050 年 に は 25.6% に 達 す る 見 込 み だ。 し か し、 そ の 反
対 に 年 少 人 口 （0 歳 ～ 14 歳 ） と 生 産 年 齢 人 口 （15 歳 ～ 64 歳 ） は 今 後 減 少 し、
1990 年 の 年 少 人 口 は 27.69% の 3 億 1391 万 人 あ っ た が、2011 年 に は 16.5% で 2
億 2164 万 人 と な り、2050 年 に は 13.5% ま で 低 下 す る。 生 産 年 齢 人 口 も 現 在 ま で
は 1960 年 か ら 1970 年 代 初 頭 ま で の ベ ビ ー ブ ー ム で 増 加 し て い る が、2020 年 に
は 71.3%、2050 年 に は 61.0.%、2100 年 に は 55.9% ま で 低 下 す る 見 込 み で あ る。
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　図 2　1953 年から 2011 年までの各年齢人口の推移
　 単 位 ：%
　（出 所）『中 国 統 計 年 鑑 2012』p.102,105 ／ UN, World Population Prospects: The 2010 Revision よ り 筆 者
　 作 成。
　 と こ ろ で、 中 国 の 高 齢 化 に は 他 の 先 進 諸 国 と 違 っ た 特 徴 的 な 問 題 が 4 つ あ る。
　1 つ 目 は 高 齢 化 の 進 行 速 度 が 速 い こ と だ。 高 齢 化 が 進 行 す る 先 進 国 に お い て 高
齢 化 率 が 7% ～ 14% に 達 す る ま で の 期 間 は フ ラ ン ス で は 126 年、 ス ウ ェ ー デ ン は
85 年、ア メ リ カ は 72 年、イ ギ リ ス は 46 年 だ っ た が、中 国 は 25 年 し か か か ら な い。
　2 つ 目 は、 高 齢 者 数 が 莫 大 で あ る こ と だ。 世 界 最 大 の 人 口 を 抱 え る 中 国 は 65
歳 以 上 高 齢 者 比 率 が 9.69% と 低 い 数 値 に 感 じ て も そ の 数 は 1 億 2288 万 人 と か な
り 多 い。
　3 つ 目 は、 国 全 体 が 豊 か に な る 前 に 高 齢 化 を 迎 え て し ま う こ と だ。2012 年 の
中 国 の 国 内 総 生 産 （以 下 GDP と 称 す る） は 世 界 第 二 位 の 7.3 兆 ド ル だ が、 一 人 当
た り GDP は 未 だ 中 所 得 国 に 位 置 す る。 こ れ は、 一 般 に 他 の 先 進 国 は 都 市 化 ・ 工
業 化 の 進 展 と と も に 高 齢 化 が 加 速 し た が、 中 国 の 場 合 一 人 っ 子 政 策 と い う 人 為 的
な 人 口 政 策 に よ る か ら だ と 考 え ら れ る。
　4 つ 目 は、 高 齢 化 の 進 行 に 地 域 格 差 が 存 在 す る こ と だ。 都 市 が 農 村 よ り も 先 行
し て 一 人 っ 子 政 策 が 厳 格 に 施 行 さ れ た た め、 高 齢 化 率 7% 以 上 で 最 も 高 い 地 域 は
比 較 的 経 済 発 展 し た 重 慶、 四 川、 江 蘇 等 の 地 域 だ が、7% 以 下 の 最 も 低 い 地 域 は
経 済 発 展 が 遅 れ る 新 疆、 広 東、 青 海 等 の 地 域 と な っ て い る。
　 第 2 節 　 高 齢 化 の 原 因
　 高 齢 化 進 行 の 原 因 は 3 つ 考 え ら れ る が、1 つ 目 は 大 躍 進 の 政 策 的 失 敗 に あ る。
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大 躍 進 と は 毛 沢 東 が 共 産 党 政 権 の 政 治 的 経 済 的 な 行 き 詰 ま り を 打 開 す る た め の 大
衆 に よ る 経 済 成 長 を 目 指 し た 政 策 で あ る。 し か し、分 業 の 利 益 を 犠 牲 に し た こ と、
経 済 的 動 機 付 け の 欠 如、 各 経 営 者 に 強 く 課 せ ら れ た 割 り 当 て 目 標 の 存 在 と い う 3
点 の 理 由 か ら 失 敗 に 終 わ っ た。 さ ら に、 大 量 の 労 働 力 が 工 業 に 吸 収 さ れ た こ と で
多 く の 農 民 が 農 業 を 放 棄 し、 公 共 食 堂 制 度 下 で の 過 剰 消 費 が 起 こ っ た た め 1959
年 か ら 深 刻 な 食 糧 不 足 に 陥 っ た。 そ の 結 果、 多 く の 飢 餓 者 が 発 生 し、 第 一 章 で 述
べ た よ う に 1960 年 に は 死 亡 率 が 出 生 率 を 上 回 る 人 口 の 絶 対 減 が 発 生 し た。
　2 つ 目 は 一 人 っ 子 政 策 に あ る。 大 躍 進 の 政 策 的 失 敗 に よ る 人 口 減 少 の 反 動 で
1963 年 か ら 1971 年 に は 高 水 準 な 出 生 率 を 記 録 し た。 急 激 な 人 口 増 加 を 危 惧 し
た 政 府 は 1979 年 に 一 人 っ 子 政 策 を 始 め、 両 親 が 第 一 子 を 出 産 し た 後 に 避 妊 手 術
を し、 第 二 子 を 産 ま な い こ と を 宣 言 す る と、 奨 励 金 や 医 療 ・ 幼 稚 園 ・ 小 学 校 入 学
へ の 補 助 金 等 の 優 遇 措 置 を 与 え、 一 方 で 政 策 を 無 視 し 勝 手 に 第 二 子 以 降 を 出 産 す
る と 両 親 の 賃 金 は 削 減 さ れ 懲 戒 免 職 処 分 し た。 そ の 結 果 と し て、 現 在 の 出 生 率 低
下 お よ び 高 齢 化 の 加 速 を 引 き 起 こ し、 さ ら に 男 女 出 生 性 比 の 不 均 衡 と い う 新 た な
問 題 も 発 生 さ せ て い る。
　3 つ 目 は、 都 市 化 ・ 工 業 化 に あ る。1978 年 の 改 革 ・ 開 放 政 策 以 降 本 格 的 な 経
済 発 展 が 始 ま り、1988 年 に 当 時 の 趙 紫 陽 総 書 記 が 沿 海 地 区 優 先 発 展 戦 略 を 提 起
し た こ と で 沿 海 地 区 が 全 面 的 に 開 放 さ れ、 労 働 集 約 型 産 業 が 発 達 し た。 そ し て、
1980 年 代 か ら 中 国 の 大 量 の 労 働 力 に 注 目 し た 外 国 資 本 が 積 極 的 に 参 入 す る よ う
に な り、 世 界 の 工 場 と し て 台 頭 し た。
第 3 章　高齢化の問題点
　 第 1 節 　 生 産 年 齢 人 口 の 減 少
　 一 般 に 経 済 成 長 に は 労 働 投 入 量 の 増 加 と、 扶 養 人 口 の 減 少 に よ る 社 会 的 負 担 の
低 下 で 人 口 ボ ー ナ ス が 働 く が、 今 後 中 国 は 生 産 年 齢 人 口 と 年 少 人 口 が 減 少 し、 多
く の 高 齢 者 と い う 扶 養 人 口 が 増 大 す る た め 人 口 オ ー ナ ス に 転 じ る。 さ ら に、 特 に
中 国 の 場 合 は 中 高 年 層 と 高 齢 者 の 大 部 分 が 高 度 な 教 育 を 受 け て こ な か っ た た め、
第 一 次 産 業 や 大 量 で 安 価 な 労 働 力 を 必 要 と す る 製 造 産 業 に 従 事 し て い る 割 合 が 多
く、 高 度 な 技 術 力 を 有 し て い な い。 事 実、40 歳 ～ 55 歳 で 大 学 を 卒 業 し た 割 合 は
10% を 切 り、60 歳 ～ 64 歳 で 高 等 教 育 を 受 け た 割 合 は 6.91% で あ る た め、 人 口 年
齢 の 高 齢 化 に よ る 生 産 性 の 低 下 が 急 速 に 進 む と 言 え る。
　 第 2 節 　 農 村 に お け る 過 疎 問 題
　1980 年 代 以 降 に 戸 籍 制 度 が 次 第 に 緩 和 さ れ た こ と、 経 済 発 展 に よ り 都 市 で 雇
用 の 機 会 が 増 大 し た と い う 2 つ の 要 因 か ら 農 村 の 過 疎 化 が 深 刻 で、「空 巣 家 庭」1
が 多 く 生 じ て い る。2010 年 に お け る 農 村 に 占 め る 高 齢 者 世 帯 数 の 割 合 は 57.39%
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で、 城 市 の 25.16% と 鎮 の 17.54% よ り 圧 倒 的 に 多 い （以 下、 城 市 と 鎮 を ま と め て
都 市 と 考 え る）。
　 図 3 は 2006 年 に お け る 年 齢 別 農 民 工 の 割 合 を 示 し て い る が、21 歳 ～ 30 歳 は
36.5% で 最 も 高 く、次 に 31 歳 ～ 40 歳 が 29.5% を 占 め 若 者 に よ る 人 口 流 出 が 多 い。
一 方、51 歳 以 上 の 割 合 は 5.1% で か な り 少 な く、 中 高 年 層 お よ び 高 齢 者 が 移 動 す
る 割 合 は 極 め て 低 い こ と が わ か る。 ま た、 近 年 で は 移 動 の 際 に 戸 籍 を 伴 わ な い 人
が 増 大 し て い る た め、 移 動 し た 地 域 で 公 共 サ ー ビ ス や 社 会 保 障 制 度 を 受 け る こ と
が で き な い こ と が 新 た な 問 題 と な っ て い る。
　図 3　2006 年における年齢別農民工の割合
　 　（出 所）『中 国 第 二 次 農 業 普 査 資 料 綜 合 提 要』p.15 よ り 筆 者 作 成。 　
　 第 3 節 　 家 庭 に よ る 高 齢 者 扶 養 機 能 の 弱 体 化
　 中 国 で は 家 族 扶 養 が 規 定 さ れ、 ま た 歴 史 的 に 血 縁 関 係 を 大 切 に し て い た た め 家
族 に よ る 高 齢 者 扶 養 が 当 然 だ っ た が 2 つ の 理 由 か ら 弱 体 化 し て い る。 第 一 に、一
人 っ 子 政 策 に よ り 家 庭 の 規 模 が 小 さ く な っ た こ と に あ る。1 世 帯 当 た り の 平 均 人
数 は 1990 年 に は 3.96 人 で あ っ た が、2000 年 に は 3.44 人、2011 年 に は 3.02 人
と な り、「四 二 一 総 合 症」2 と 呼 ば れ る 家 庭 が 激 増 し て い る。 第 二 に、 時 代 と と
も に 意 識 変 化 も 生 じ、 扶 養 意 識 が 減 退 し て い る こ と に あ る。
　 第 4 節 　 高 齢 者 向 け 介 護 福 祉 サ ー ビ ス の 不 足
　 現 在、 介 護 福 祉 施 設 に 入 所 し て い る 高 齢 者 数 は 0.78% で し か な く、 他 の 先 進 国
の 入 居 率 の 5% に 比 べ て か な り 少 な い。 こ れ は、 中 国 に お け る 介 護 福 祉 サ ー ビ ス
が 「三 無 者」3 を 中 心 に 展 開 さ れ 受 益 者 負 担 と な っ て い た こ と、 日 本 の 介 護 保 険
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制 度 の よ う な 高 齢 者 保 健 福 祉 の 費 用 保 障 等 の 統 一 的 な 制 度 も な い こ と、 さ ら に 計
画 経 済 時 代 か ら 1990 年 代 初 頭 ま で 民 間 に よ る 高 齢 者 福 祉 施 設 の 設 置 ・ 運 営 が 不
認 可 だ っ た こ と、 と い う 3 点 が 考 え ら れ る。
　 第 5 節 　 年 金 保 険 制 度 の 問 題
　 中 国 に は、 都 市 戸 籍 者 を 対 象 と し た 「企 業 従 業 員 基 本 養 老 保 険」 と、 そ れ に 加
入 で き な い 都 市 住 民 を 対 象 に し た 「都 市 住 民 社 会 養 老 保 険」、 農 村 戸 籍 者 を 対 象
と し た 「新 型 農 村 社 会 養 老 保 険」 の 3 種 類 が 存 在 す る が、い ず れ も 受 給 額 が 不 十
分 に あ る と い う 共 通 の 問 題 を 抱 え て い る。 そ の 中 で も と り わ け 基 礎 年 金 を 賦 課 方
式、 個 人 口 座 に は 積 立 方 式 を 採 っ て い る 企 業 従 業 員 基 本 養 老 保 険 は、 現 在 の 受 給
者 の 個 人 口 座 に 十 分 な 積 立 金 が な い こ と に よ り、 実 際 に は 現 役 世 代 の 個 人 口 座 か
ら 高 齢 者 に 年 金 支 給 を し て い る カ ラ 口 座 問 題 が 発 生 し て い る。 ま た、 新 型 農 村 社
会 養 老 保 険 も 基 礎 年 金 に は 政 府 負 担 が あ る が、 農 村 住 民 の 所 得 が 不 十 分 の た め に
個 人 口 座 へ の 保 険 料 支 払 い が で き ず、 実 際 の 受 給 額 は か な り 低 い 問 題 を 抱 え て い
る。
　 第 6 節 　 低 下 す る 貯 蓄 率
　 中 国 は 高 い 貯 蓄 率 を 維 持 し、2005 年 に は 過 去 最 高 の 47% を 記 録 し た。 こ の 背
景 に は、 年 金 制 度 を は じ め と す る 社 会 保 障 制 度 が 未 整 備 な た め、 人 々 が 将 来 の 生
活 に 対 し て 不 安 を 抱 え て い る こ と が 伺 え る。 し か し、「ラ イ フ サ イ ク ル 仮 説 モ デ
ル」4 に 基 づ く と 高 齢 化 の 進 行 で 貯 蓄 を 崩 す 人 が 今 後 増 加 し、 さ ら に 人 口 も 減 少
す る た め 貯 蓄 率 は 低 下 し 続 け る だ ろ う。
第 4 章　高齢化問題の解決策と結論
　 第 1 節 　 労 働 力 人 口 の 維 持 お よ び 生 産 性 向 上 の た め の 試 み
　 近 年、 中 国 政 府 は 加 速 す る 高 齢 化 を 危 惧 し 一 人 っ 子 政 策 を 見 直 す 動 き を 取 っ て
い る が、こ の 効 果 が 発 揮 さ れ る の に は 時 間 が か か る と 考 え る。 そ の 理 由 と し て は、
女 性 の 人 口 自 体 が 本 政 策 に よ り 減 少 し て い る た め 生 ま れ る 子 供 の 数 も 限 ら れ る こ
と、 女 性 の 社 会 進 出 が 加 速 し た こ と、 そ し て 教 育 費 の 上 昇 が 挙 げ ら れ る。 も ち ろ
ん、 人 口 が 減 少 し て い く こ と が 明 ら か で あ る 以 上、 本 政 策 の 見 直 し は 必 要 で あ る
が、 深 刻 な 高 齢 化 に 対 応 す る た め に は 複 合 的 ア プ ロ ー チ が 重 要 で あ り、 そ の 方 法
と し て 2 つ 提 示 し た い。
　1 つ 目 は、 戸 籍 制 度 の 見 直 す こ と だ。 農 村 で は 土 地 面 積 と 資 本 に 対 し て 農 業 従
事 者 数 が 多 く 余 剰 労 働 力 が 発 生 し て い る が、 こ の 余 剰 労 働 力 を 高 齢 化 が 先 行 す る
都 市 で 活 用 す れ ば 労 働 力 を 確 保 で き、 ま た 彼 ら の 所 得 向 上 の 機 会 と も な り 得 る。
た だ し 戸 籍 制 度 撤 廃 に 伴 い、2 点 に 注 意 し な け れ ば な ら な い。 第 一 に、 都 市 で 大
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量 の 人 口 を 受 け 入 れ る た め の イ ン フ ラ 整 備 を 整 え る こ と で あ る。 イ ン フ ラ 未 整 備
だ と 病 院 不 足 に よ る 待 機 患 者 や 電 気 ・ 水 道 ・ ガ ス の 供 給 不 足 問 題 が 発 生 し、 新 た
な 社 会 問 題 に つ な が り か ね な い。 第 二 に、 余 剰 労 働 力 の 大 部 分 が 高 齢 化 し て い る
こ と に 注 意 す る こ と だ。 都 市 へ 移 動 す る 大 半 は 若 者 の た め、 現 在 農 村 に 残 る の は
中 高 年 層 お よ び 高 齢 者 で あ り、 高 齢 者 が 就 業 で き る 環 境 整 備 が 必 要 と な る。
　2 つ 目 は 継 続 的 な 高 齢 者 の 社 会 参 加 を 促 す こ と に あ る。 高 齢 者 が 単 な る 消 費 者
に な ら ず、 生 産 活 動 に 従 事 す れ ば 社 会 に 富 を も た ら し 経 済 に 与 え る 負 の 影 響 は 小
さ く な る。 こ の 実 現 の た め に は、 高 齢 者 の 健 康 状 態 を 維 持 す る た め の 政 府 支 援 の
強 化、 高 齢 者 が 活 躍 で き る 雇 用 創 出 や 社 会 支 援 に 注 力 す る こ と が 重 要 と な る。
　 第 2 節 　 民 間 企 業 に よ る 施 設 介 護 の 展 開
　 従 来 の 中 国 の 介 護 施 設 サ ー ビ ス の 供 給 主 体 は 政 府 と 「単 位」5 だ け で、そ の サ ー
ビ ス 内 容 は 貧 弱 な も の だ っ た た め、 今 後 は 民 間 企 業 を 活 用 し な が ら サ ー ビ ス 数 拡
充 お よ び 質 向 上 を 図 る 必 要 が あ る。 近 年 で は 日 本 企 業 に よ る 都 市 の 富 裕 層 を 対 象
と し た 日 本 式 の 介 護 サ ー ビ ス が 注 目 を 浴 び て い る が、 そ う し た 日 本 企 業 の 取 り 組
み は 中 国 で 重 要 な 役 割 を 担 う。 こ れ は、 日 本 は 中 国 よ り も 高 齢 化 が 先 行 し て い る
た め 介 護 に 関 す る 知 識 や 経 験、 ノ ウ ハ ウ が 豊 富 に あ る か ら だ。 財 源 が 限 ら れ て い
る 政 府 が 高 齢 者 の 介 護 支 援 を す べ て 行 う こ と は 不 可 能 だ か ら こ そ、 長 期 的 な 介 護
サ ー ビ ス 構 築 の た め に も 税 制 優 遇、 補 助 金 の 付 与 等 の 企 業 支 援 を し て サ ー ビ ス 数
拡 充 を 図 る べ き だ。
　 第 3 節 　 社 区 に よ る 在 宅 養 老 院
　 社 区 に よ る 在 宅 養 老 院 の 中 で も 「居 家 養 老 院」 は 代 表 的 だ が、 こ れ は 行 政 の 街
道 6 が 設 立 ・ 運 営 し、 利 用 対 象 者 を 管 轄 地 域 に 住 む 身 寄 り の な く、 収 入 が 少 な い
貧 困 高 齢 者 と し て い る。 本 サ ー ビ ス は 在 宅 介 護 を 必 要 と す る 高 齢 者 が 自 宅 で 安 心
し て 老 後 生 活 を 送 る よ う、 ホ ー ム ヘ ル パ ー を 高 齢 者 の 自 宅 に 派 遣 し、 日 常 生 活 を
世 話 す る。 利 用 料 金 は 収 入 の あ る 高 齢 者 は 原 則 と し て 自 己 負 担 だ が、 三 無 老 人 は
無 料 あ る い は 低 料 金 で 利 用 で き る。 主 な 財 源 は サ ー ビ ス 料 金 の 収 入 を は じ め、 区
政 府 の 補 助 金 や 企 業 等 の 寄 付 金 か ら 成 立 し て い る が、 実 際 に は 福 祉 財 源 を 持 続 的
に 確 保 す る こ と は 困 難 で、約 6 割 の 財 源 で あ る サ ー ビ ス 料 金 の 収 入 は 高 齢 者 年 金
所 得 の 制 限 に よ り 料 金 の 引 き 上 げ が 実 現 し に く い 問 題 を 抱 え て い る。 し か し、 社
区 に よ る サ ー ビ ス は 貧 困 高 齢 者 に は 利 用 し や す い 有 効 な 介 護 の た め、 各 地 方 政 府
は 補 助 金 の 安 定 的 な 付 与、 そ し て 未 だ 整 備 さ れ て い な い 農 村 へ 社 区 ネ ッ ト ワ ー ク
構 築 に 努 め る べ き だ と 言 え る。
　 第 4 節 　 持 続 的 な 高 齢 者 介 護 サ ー ビ ス 提 供 の た め に
　 高 齢 化 が 進 行 す る 今 後、持 続 的 な 高 齢 者 介 護 サ ー ビ ス 構 築 の た め に は 3 点 の 課
題 に 取 り 組 む 必 要 が あ る。 第 一 に、 介 護 に 関 す る 法 整 備 を 行 う こ と だ。 現 在、 中
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国 に は 高 齢 者 の 権 益 を 保 障 し て い る だ け の 法 律 し か 存 在 し な い た め、 徴 収 方 法 や
給 付 対 象 者、 財 源 の 調 達 等 を 詳 細 に 定 め る 必 要 が あ る。 さ ら に、 今 後 民 間 企 業 に
よ る 施 設 介 護 拡 充 を 図 る に あ た り 監 督 管 理 体 制 も 整 備 す る べ き だ。 第 二 に、 保 険
医 療 や 介 護 要 望 等 の 多 く の 視 点 を 取 り 入 れ な が ら 利 用 者 本 位 の サ ー ビ ス 設 計 す る
こ と だ。 第 三 に は 介 護 人 材 育 成 を 強 化 す る こ と で あ り、 介 護 人 材 の 不 足 と 低 い 介
護 技 術 の 改 善 た め に 福 祉 系 大 学 や 介 護 の 援 助 技 術 等 に よ っ て 職 業 教 育 の 充 実 を 図
る べ き で、 同 時 に 介 護 職 員 を 長 く 務 め て も ら う た め に 待 遇 改 善 や 社 会 的 地 位 の 認
知 度 を 高 め る 施 策 も 必 要 と な る。
　 第 5 節 　 年 金 制 度 の 改 善
　2010 年 に お い て 中 国 の 都 市 農 村 間 の 所 得 格 差 は 約 3 倍 で、 差 が 大 き い か ら こ
そ 年 金 制 度 見 直 し の た め に は 各 地 域 の 状 況 に 合 っ た 制 度 を 構 築 し な け れ ば な ら な
い。 そ の た め に も、 貧 困 状 況 が 深 刻 な 農 村 へ は 当 面 の 生 活 保 障 の た め に 政 府 負 担
型 の 年 金 方 式 を 採 り、 一 方 で 所 得 が あ る 程 度 見 込 ま れ る 都 市 へ は 社 会 保 険 型 の 年
金 方 式 を 採 る こ と を 推 奨 し た い。 な ぜ な ら、 社 会 保 険 型 の 年 金 制 度 が 魅 力 的 で あ
る ほ ど 都 市 で 集 め た 保 険 料 で 農 村 へ の 支 給 に 役 立 て る こ と が で き る か ら だ。 た だ
し、 今 後 よ り 一 層 高 齢 化 が 加 速 す る た め 財 源 確 保 の 限 界 か ら 将 来 的 に は 中 国 全 土
で 社 会 保 険 方 式 を 導 入 せ ざ る を 得 な い た め、 ま ず は 政 府 と し て は 貧 困 な 住 民 が 多
い 農 村 の 所 得 を 向 上 さ せ る こ と に 努 め、 各 々 の 保 険 料 支 払 い 能 力 を 上 げ る こ と が
長 期 的 な 年 金 制 度 構 築 の た め に 重 要 と な る と 考 え る。
注
1. 空 巣 家 庭 と は 高 齢 者 一 人 ま た は 高 齢 夫 婦 の み の 世 帯 の こ と を 意 味 す る。
2. 四 二 一 総 合 症 は 4 人 の 祖 父 母、2 人 の 両 親、1 人 の 子 と い う 意 味。
3. 三 無 者 と は 法 廷 扶 養 者 が い な い 者 ま た は 扶 養 能 力 の あ る 法 廷 扶 養 者 が い な い
　 者、 労 働 能 力 が な く 生 活 能 力 の な い 者 を 指 す。
4. ラ イ フ サ イ ク ル 仮 説 で は 個 人 の 消 費 と 貯 蓄 の 配 分 は 生 涯 所 得 に よ っ て 決 定 さ
　 れ る と し 人 々 は 勤 労 期 に 老 後 の た め の 貯 蓄 し 退 職 後 そ の 貯 蓄 を 崩 す。
5. 単 位 は 新 中 国 成 立 後 に 社 会 的 統 合 を 実 現 す る こ と を 目 的 に 都 市 部 で 制 度 化 さ
　 れ た 勤 務 先 の こ と で、 社 会 ・ 経 済 ・ 政 治 的 機 能 を 備 え る 一 種 の 共 同 生 活 単 位 で
　 あ る。
6. 中 国 都 市 部 の 行 政 組 織 構 造 は 省、 市、 区、 街 道 と い う 4 段 階 で 成 立 し、 街 道
　 は 都 市 部 の 末 端 行 政 組 織 を 指 す。
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